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平成３０年度(2018 年度)高齢者及び障害者の消費生活相談の実績 
 

 

１ 相談件数の推移 

 

平成３０年度に広島市消費生活センターに寄せられた消費生活相談は８，７５３件で、前年

度の９，５２７件に比べ７７４件（８．１％）減少した。その中で、架空請求・不当請求の相

談件数は２，０１４件で、前年度の３，１７０件に比べ１，１５６件（３６．５％）減少した。 

また、架空請求・不当請求を除いた相談件数は６，７３９件で、前年度に比べ３８２件（６．

０％）増加した。 

性別の相談割合を見ると、女性からの相談が約６割、男性からの相談が約４割であり、前年

度からほぼ横ばいとなっている。 
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図表１．消費生活相談の推移

総件数

架空請求・不当請求を除いた件数

3,268
(37.3%)

3,492
(36.7%)

3,735
(44.1%)

3,708
(43.6%)

4,061
(43.5%)

5,225
(59.7%)

5,755
(60.4%)

4,455
(52.6%)

4,449
(52.4%)

4,984
(53.4%)

260 (3.0%)

280 (2.9%)

275 (3.3%)

341 (4.0%)

294 (3.1%)

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000

平成30年度

平成29年度

平成28年度

平成27年度

平成26年度

図表２．契約当事者の性別件数
男性

女性

事業者等

資料２ 



２ 

 

２ 契約当事者の年齢別件数 

 
○ 年齢別で見ると、全体の相談件数が減っている中、６０歳代からの相談件数は、１，２６４件

で、前年度に比べて４８９件減少したが、７０歳以上からの相談件数は、１，９３３件で前年度

に比べて３８４件（２４．８％）増加し、過去５年間で最も多い件数となった。 

○ 高齢者・若年者の相談割合の推移を見ると、６０歳以上の相談割合は４７．５％で前年度に比

べて２．３ポイント増加しており、過去５年間で最も多い割合になっている。 

○ 障害者の相談件数は１６４件で、過去５年間で最も多い件数となった。 
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図表３．契約当事者の年齢別件数

20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上 不明等

※相談者の割合は総件数から年齢不明分を除いて算出したもの
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図表４．高齢者・若年者の相談割合の推移
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図表５．障害者の消費生活相談の推移
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３ 特殊販売（店舗によらない販売形態）に関係する相談件数 
 
○ 「訪問販売」、「電話勧誘販売」及び「訪問購入」は、年齢不明者を除くと高齢者（６０歳

以上）からの相談の割合がいずれも５割を超えた。 

○ 高齢者（６０歳以上）の年度別内訳を見ると、「通信販売」が一番多く６０５件であり、過

去５年間を見てもいずれも「通信販売」が一番多くなっている。 

○ 障害者の年度別内訳を見ると、「通信販売」が一番多く３８件だった。 

 
図表６．特殊販売の年度別内訳（全件数）                   （単位：件） 

区     分 
平成２６年度 

(2014 年度) 

平成２７年度 

(2015 年度) 

平成２８年度 

(2016 年度) 

平成２９年度 

(2017 年度) 

平成３０年度 

(2018 年度) 

特  殊  販  売 （ Ａ ） ４，８７３ ４，３１７ ４，４１２ ４，１２７ ３，５９２ 

 訪問販売 ５７７ ４９９ ５５７ ４９６ ５０７ 

 通信販売 ３，０５７ ２，８０９ ２，８９７ ２，８８４ ２，２７１ 

 マルチ販売 １２９ １４１ １１７ ９４ １１２ 

 電話勧誘販売 ９７１ ７１８ ７２４ ５３４ ６２０ 

 ネガティブオプション(送りつけ商法) １７ １４ ２４ １６ １１ 

 訪問購入 ８２ ７７ ５５ ８１ ４７ 

 その他無店舗販売 ４０ ５９ ３８ ２２ ２４ 

相 談 件 数 （ Ｂ ） ９，３３９ ８，４９８ ８，４６５ ９，５２７ ８，７５３ 

相談件数に占める割合 (Ａ/Ｂ) ５２．２％ ５０．８％ ５２．１％ ４３．３％ ４１．０％ 

 

図表７．特殊販売の年齢別件数（平成３０年度）               （単位：件） 

区  分 
20 歳 

未満 
20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳代 

70 歳 

以上 

年齢不明者を

除いた合計 
合計 

 

訪問販売 6 42 39 42 47 57 178 411 
507 

 年齢別割合 1.5% 10.2% 9.5% 10.2% 11.4% 13.9% 43.3% 100% 

通信販売 99 191 231 371 385 310 295 1,882 
2,271 

 年齢別割合 5.3% 10.1% 12.3% 19.7% 20.4% 16.5% 15.7% 100% 

マルチ販売 2 32 13 8 19 9 15 98 
112 

 年齢別割合 2.0% 32.6% 13.3% 8.2% 19.4% 9.2% 15.3% 100% 

電話勧誘販売 4 16 32 58 67 118 193 488 
620 

 年齢別割合 0.8% 3.3% 6.6% 11.9% 13.7% 24.2% 39.5% 100% 

ネガティブオプショ

ン(送りつけ商法) 
1 1 0 3 2 1 2 10 

11 
 年齢別割合 10.0% 10.0% 0% 30.0% 20.0% 10.0% 20.0% 100% 

訪問購入 0 0 2 3 2 9 20 36 
47 

 年齢別割合 0% 0% 5.6% 8.3% 5.6% 25.0% 55.5% 100% 
その他 

無店舗販売 
0 4 2 2 3 3 4 18 

24 
 年齢別割合 0% 22.2% 11.1% 11.1% 16.7% 16.7% 22.2% 100% 

特殊販売計 112 286 319 487 525 507 707 2,943 3,592 

  ※年齢別割合は年齢不明者を除いた数値 
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図表８．特殊販売の年度別内訳（高齢者－６０歳以上－）           （単位：件） 

区     分 
平成２６年度 

(2014 年度) 

平成２７年度 

(2015 年度) 

平成２８年度 

(2016 年度) 

平成２９年度 

(2017 年度) 

平成３０年度 

(2018 年度) 

特  殊  販  売 （ Ａ ） １，７１６ １，２７７ １，２８５ １，４００ １，２１４ 

 訪問販売 ２８６ ２２６ ２１０ ２１５ ２３５ 

 通信販売 ６６９ ５８０ ６６９ ８０８ ６０５ 

 マルチ販売 ３１ ３０ １４ ２０ ２４ 

 電話勧誘販売 ６４３ ３６１ ３３６ ２８８ ３１１ 

 ネガティブオプション(送りつけ商法) ７ ８ ８ ９ ３ 

 訪問購入 ６１ ５１ ３３ ５２ ２９ 

 その他無店舗販売 １９ ２１ １５ ８ ７ 

相 談 件 数 （ Ｂ ） ２，９６４ ２，３７５ ２，２４７ ３，３０２ ３，１９７ 

相談件数に占める割合 (Ａ/Ｂ) ５７．９％ ５３．８％ ５７．２％ ４２．４％ ３８．０％ 

 

 

図表９．特殊販売の年度別内訳（障害者）                   （単位：件） 

区     分 
平成２６年度 

(2014 年度) 

平成２７年度 

(2015 年度) 

平成２８年度 

(2016 年度) 

平成２９年度 

(2017 年度) 

平成３０年度 

(2018 年度) 

特  殊  販  売 （ Ａ ） ３６ ４９ ２７ ４８ ６０ 

 訪問販売 ５ ８ ４ ４ １２ 

 通信販売 ２４ ３３ １９ ３５ ３８ 

 マルチ販売 １ ３ ０ １ ２ 

 電話勧誘販売 ６ ３ ４ ６ ８ 

 ネガティブオプション(送りつけ商法) ０ ０ ０ ０ ０ 

 訪問購入 ０ １ ０ ２ ０ 

 その他無店舗販売 ０ １ ０ ０ ０ 

相 談 件 数 （ Ｂ ） １０７ １３６ ６２ １３７ １６４ 

相談件数に占める割合 (Ａ/Ｂ) ３３．６％ ３６．０％ ４３．５％ ３５．０％ ３６．６％ 
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４ 商品別相談件数（高齢者・障害者） 

 
○ 高齢者（６０歳以上）における上位３位の商品別の相談を見ると、デジタルコンテンツの件

数が最も多く２６２件だった。 

○ 高齢者及び障害者に共通して、デジタルコンテンツについての相談が上位を占めた。デジタ

ルコンテンツの中でも、高齢者からの相談内容は、ウィルスソフトやアダルト情報サイトに関

する内容が多く、障害者からの相談内容は、出会い系サイトや情報商材に関する内容が多かっ

た。 

 

 

図表１０．上位３位※1の商品別相談件数（高齢者－60 歳以上－）       （単位：件） 

区 分 
平成 26 年度 

(2014 年度) 
順 

位 

平成 27 年度 

(2015 年度) 
順 

位 

平成 28 年度 

(2016 年度) 
順 

位 

平成 29 年度 

(2017 年度) 
順 

位 

平成 30 年度 

(2018 年度) 
順 

位 

デジタルコンテンツ
※２ 

391 ① 349 ① 411 ① 565 ① 258 ① 

インターネット 

接続回線 
185 ③ 141 ② 148 ② 148 ② 145 ② 

電気 4 
― 
※３ 

8 
― 
※３ 

6 
― 
※３ 

12 
― 
※３ 

90 ③ 

その他 2,302 ― 1,810 ― 1,612 ― 2,505 ― 2,704 ― 

合  計 2,964 ― 2,375 ― 2,247 ― 3,302 ― 3,197 ― 

 

 

図表１１．上位３位※1の商品別相談件数（障害者）             （単位：件） 

区 分 
平成 26 年度 

(2014 年度) 
順 

位 

平成 27 年度 

(2015 年度) 
順 

位 

平成 28 年度 

(2016 年度) 
順 

位 

平成 29 年度 

(2017 年度) 
順 

位 

平成 30 年度 

(2018 年度) 
順 

位 

デジタルコンテンツ
※２ 

12 ① 19 ① 7 ② 14 ① 21 ① 

フリーローン・ 

サラ金 
6 ② 13 ③ 6 ③ 13 ③ 14 ② 

不動産賃借 3 ⑥ 5 ④ 4 ⑤ 10 ④ 12 ③ 

その他 86 ― 99 ― 45 ― 100 ― 117 ― 

合  計 107 ― 136 ― 62 ― 137 ― 164 ― 

 

 ※１ 商品の対象範囲が広い「商品一般」や「相談その他」を除く順位とする 

※２ 「デジタルコンテンツ」とは、出会い系サイト、アダルト情報サイト、情報商材、ウィルス

ソフトなどに関するトラブル 

※３ 「電気」の順位については、平成 30 年度を除き、10 位圏外の順位となっている。 

 


